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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、地方公営企業法施行規則（昭和２７年総理府令第７３号｡以下「規

則」という。）第２条第１項の規定により、東総広域水道企業団水道用水供給事業（以

下「用水供給事業」という。）の会計事務の処理に関し、必要な事項を定めるものとす

る。

（用水供給事業年度）

第２条 用水供給事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終るものとする。

（企業出納員）

第３条 企業団に企業出納員を置く。

２ 企業出納員は、総務課長をもってこれに充てる。ただし、総務課長に事故があるとき、

又は総務課長が欠けたときは、総務課の上席職員をこれに充てる。

（出納事務の委任）

第４条 次の各号に掲げる事務は、企業出納員に委任する。

(1) 金銭の出納を行うこと。

(2) 公金を収納し、保管若しくは金融機関に預託すること。

(3) 企業長名の預金から支払のための小切手を振り出すこと。

(4) 公金の預金種目の決定及び金融機関相互の預金を組み替えること。

（善管注意義務）

第５条 企業出納員は、善良なる管理者の注意をもって金銭を取り扱わなければならない。

（金融機関の出納事務取扱）

第６条 企業長は、用水供給事業の業務に係る公金の出納事務の一部を指定した金融機関

に行わせるものとする。

２ 出納事務の一部を取り扱わせる金融機関のうち、収納及び支払事務の一部を取り扱わ

せる金融機関を東総広域水道企業団水道用水供給事業出納取扱金融機関（以下「出納取

扱金融機関」という。）とし、収納事務の一部を取り扱わせる金融機関を東総広域水道



企業団水道用水供給事業収納取扱金融機関（以下「収納取扱金融機関」という。）とす

る。

（担保の提供）

第７条 前条第２項に規定する出納取扱金融機関は金２００万円以上、収納取扱金融機関

は金２０万円以上の担保を、企業長に提供しなければならない。

２ 前項に規定する担保品の種類は、現金又は有価証券とする。

（担保に充当する有価証券）

第８条 担保に充当することのできる有価証券は、国債、地方債及びその他企業長が適当

と認めるものに限るものとする。

２ 前項の有価証券の価額は、国債、地方債及び国庫の出資のある特殊銀行、会社の債券

にあっては額面金額、その他の有価証券にあっては時価の１０分の８の額又は額面金額

の１０分の８の額のいずれか低いほうの額とする。

第２章 伝票及び帳票並びに勘定科目

第１節 伝票

（会計伝票の発行）

第９条 用水供給事業に係る取引については、その取引の発生の都度、証拠となるべき書

類に基づいて会計伝票（以下「伝票」という。)を発行するものとする。

（伝票の種類）

第１０条 伝票の種類は、収入伝票、支払伝票及び振替伝票とする。

２ 収入伝票は、現金収納の取引について発行する。

３ 支出伝票は、現金支払の取引について発行する。

４ 振替伝票は、前２項に規定する取引以外の取引について発行する。

（伝票の整理及び日計表の作成）

第１１条 総務課長は、毎日伝票を整理し、日計表を作成しなければならない。

（伝票の保存等）

第１２条 伝票、日計表及び取引に関する証拠となるべき書類は、それぞれの日付によっ

て編集し、保存しなければならない。

第２節 帳票

（帳票の種類及び保管）

第１３条 用水供給事業に係る取引を記録し、計算し及び整理するため、次の会計帳票（以

下「帳票」という。）を備える。

(1) 収入予算執行整理表

(2) 支出予算執行整理表

(3) 総勘定元表

(4) 総勘定元表内訳票



(5) 預り金整理票

(6) 貯蔵品整理票

(7) 現金出納帳

(8) 企業債台帳

(9) 固定資産台帳

(10) 有価証券整理票

２ 前項に掲げる帳票は、総務課長が整理し、保管しなければならない。

（帳票の記載）

第１４条 帳票は、伝票又は証拠となるべき書類により、正確かつ明瞭に記載しなければ

ならない。

（総勘定元表及び総勘定元表内訳票の記帳）

第１５条 総勘定元表は、第１８条に規定する勘定科目の目（項までの科目については項）

について口座を設け、総勘定元表内訳票により記帳するものとする。

２ 総勘定元表内訳票は、第１８条に規定する勘定科目の節（項又は目までの科目につい

ては、それぞれの項又は目）について口座を設け、伝票により月ごとに集計して記帳す

るものとする。

（科目の更正）

第１６条 整理済みの科目に誤りを発見したときは、直ちに振替伝票を発行し、正当科目

に更正しなければならない。

（帳票の照合）

第１７条 総勘定元表、総勘定元表内訳票その他相互に関係する帳票は、随時照合しなけ

ればならない。

第３節 勘定科目

（勘定科目）

第１８条 用水供給事業の経理は、収益勘定、費用勘定、資産勘定、負債勘定及び資本勘

定に区分して行うものとする。ただし、必要により整理勘定を設けることができる。

２ 前項に規定する勘定科目の区分は、別表第１に定めるところによる。

第３章 金銭会計

第１節 通則

（金銭の範囲）

第１９条 この規程において金銭とは、現金、預金、小切手、郵便為替証書、支払通知書

及びその他これらに類する有価証券をいう。

（金銭の出納）

第２０条 金銭の出納は、証拠書類を添付した文書により企業長の決裁を受け、収入又は

支出の認証のあるもののほかこれをすることができない。



（金銭の保管）

第２１条 金銭は、第６条第１項の金融機関その他の確実な金融機関へ預金その他の最も

確実かつ有利な方法によって保管しなければならない。

（現金及び預金の残高照合）

第２２条 現金及び預金は、出納取扱金融機関の出納日報によって、毎日帳票と照合しな

ければならない。

（金銭の過不足）

第２３条 金銭について過不足を生じたときは、企業出納員は、遅延なくその原因を明ら

かにし、企業長に報告するとともに、次の各号により処理しなければならない。

(1) 不足金は、一応仮払金とし、企業団が負担の場合は経費、職員等が負担の場合は未

収金として処理するものとする。

(2) 余剰金が生じた場合は、一応仮受金とし、その処理方法を決定のうえ、本勘定に振

替整理するものとする。

第２節 収入

（収入の調定）

第２４条 総務課長は、収入の調定をしようとする場合は、振替伝票（調定と同時に収入

の収納が行われる場合には、収入伝票）を発行し、収入の根拠、所属年度、収入科目、

納入すべき金額、納入義務者等を明らかにした書類を添付し、企業長の決裁を受けなけ

ればならない。

２ 総務課長は、前項の規定による企業長の決裁を受けた場合は、当該伝票及び書類によ

り、帳票整理しなければならない。

３ 前２項の規定は、収入の調定を更正しようとする場合において準用する。

（納入通知書の送付）

第２５条 総務課長は、前条の規定により収入を調定し、又は収入の調定を更正した場合

は、直ちに納入義務者に対して納入通知書を送付しなければならない。

２ 前項の場合において、納期日の定めのある収入に係る納入通知書については、当該納

期日の１０日前までに送付しなければならない。

（納入通知書の再発行）

第２６条 総務課長は、納入通知書を亡失し、若しくは損傷した旨の納入義務者からの届

出又は納付された証券が支払拒絶された旨の出納取扱金融機関からの通知を受けたとき

は、速やかに納入通知書を再発行し、その余白に「 年 月 日再発行」と記載して当

該納入義務者に送付しなければならない。

（領収書の交付）

第２７条 企業出納員、出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関は、収入の納付を受けた

場合は、直ちに納付者に対して領収書を交付しなければならない。



（収納金の取扱）

第２８条 企業出納員は、収納した金銭を即日払込書によって出納取扱金融機関に預け入

れなければならない。ただし、預け入れの困難な場合は、翌営業日預け入れることがで

きる。

２ 収納取扱金融機関は、公金を収納したときは、収納した金銭等を当該収納の日の翌営

業日までに出納取扱金融機関に送付しなければならない。

３ 出納取扱金融機関は、出納日報に受け入れた収入をその金額、納付者の氏名等を記載

した領収済通知書を添付して、当該収納の日の翌営業日までに企業出納員に送付しなけ

ればならない。

（収入伝票の発行）

第２９条 総務課長は、収入の収納を証する書類に基づいて収入伝票を発行しなければな

らない。

（過誤納金の還付）

第３０条 総務課長は、収納金のうち過納又は誤納となったものがある場合は、当該過誤

納金について振替伝票を発行し、過誤納の理由、所属年度、収入科目、還付すべき金額

及び還付すべき納入者を明らかにした書類を添付して企業長の決裁を受けて、その旨を

納入者に通知するとともに、収入予算執行整理表又は支出予算執行整理表に記帳しなけ

ればならない。

２ 第３４条及び第３５条の規定は、前項の過誤納金について準用する。

（小切手の支払地）

第３１条 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号。以下「令」という。）第

２１条の３第１項第１号に規定する小切手の支払地は、出納取扱金融機関等が加入する

手形交換所に加入する銀行の所在地とする。

（証券の支払拒絶等）

第３２条 企業出納員、出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関は、納入義務者が収入の

納付に用いた小切手の支払が確実でないと認める場合は、その受領を拒絶しなければな

らない。

２ 収納取扱金融機関は、納入義務者から納付された証券を提示期間又は有効期間内に提

示し、支払の請求をした場合において、支払の拒絶があったときは、直ちにその支払の

なかった金額に相当する収納済額を取り消すとともに、当該証券を納付した納入義務者

に対して当該証券の支払が拒絶され、かつ、当該収入の納付が取り消された旨及び当該

証券を還付する旨を証券還付通知書により通知しなければならない。この場合において、

収納取扱金融機関は、直ちに当該取り消した旨を出納取扱金融機関に通知しなければな

らない。

３ 出納取扱金融機関は、前項の規定による収納取扱金融機関からの通知を受けたときは、



直ちにその旨を企業出納員に通知しなければならない。

４ 第２項の規定は、出納取扱金融機関が取り扱う納入義務者から納付された証券につい

て準用する。この場合において、同項後段中「出納取扱金融機関」とあるのは「企業出

納員」と読み替えるものとする。

５ 前項の場合において、出納取扱金融機関は、企業出納員から払込みを受けた証券につ

いては、当該証券を企業出納員に返付し、当該証券の受領証を徴さなければならない。

６ 総務課長は、納入義務者から納付された証券の支払が拒絶された旨の通知を出納取扱

金融機関から受けた場合は、直ちに振替伝票を発行し、当該証券の支払の拒絶を証する

書類を添付して企業長の決裁を受けなければならない。この場合において、企業出納員

が収納した証券があるときは、直ちに当該証券を納付した納入義務者に対して当該証券

の支払が拒絶され、かつ、当該収入の納付が取り消された旨及び当該証券を還付する旨

を証券還付通知書により通知しなければならない。

７ 企業出納員、出納取扱金融機関は、当該証券の支払を拒絶された旨の通知をした納入

義務者から当該証券の還付の請求を受けた場合は、受領書を徴しこれと引換えに当該証

券を還付しなければならない。

（不納欠損）

第３３条 法令若しくは条例又は議会の議決によって債権を放棄し、又は時効等により債

権が消滅した場合においては、総務課長は振替伝票を発行し、当該伝票によって当該債

権に係る収入金の調定の年月日、金額、収入科目、調定後の経緯等を記載した文書を添

付して企業長に報告しなければならない。

第３節 支出

（支出の手続）

第３４条 総務課長は、支出の原因となるべき契約その他の行為をしようとするときは、

あらかじめ支出負担行為によって企業長の決裁を受けなければならない。

２ 前項の支出負担行為は、当該支出の原因となる決裁済みの文書に基づいて起票しなけ

ればならない。ただし、次の各号に掲げるもので直接支出負担行為によって処理するこ

とが適当と認められるものについては、この限りでない。

(1) 報酬、給料、手当、賃金及び旅費

(2) 法定福利費に係る各種保険料

(3) 電気、ガス及び電話料金

(4) 公用車の燃料費

(5) 企業債及び一時借入金等の元利金並びに支払手数料

(6) 交際費

(7) 金銭の支出の伴わない予算の執行

(8) 定期発刊物の購読料及び各種法規集の追録に要する経費



(9) 自動車損害賠償責任保険料及び自動車重量税

(10)前各号に掲げるもの以外で、単価契約のもの及び直接支出負担行為によって処理す

ることが適当と認められるもの

３ 支出しようとする場合は、総務課長は当該支出に関する種類に基づいて振替伝票（現

金の支払を伴う支出にあっては支出伝票）を発行し、当該書類を添付して企業長の決裁

を受けなければならない。

（支出伝票の発行）

第３５条 総務課長は、支出のうち現金の支払を伴うものについては債権者の請求書等支

出に関する証拠書類に基づいて支出伝票（一部現金の支出を伴う取引について発行され

る振替伝票を含む。以下同じ。）を発行して企業長の決裁を受けなければならない。

２ 支出伝票は、債権者及び勘定科目ごとに調製し、債権者の請求書その他証拠となるべ

き書類を添付しなければならない。ただし、債権者に請求書を提出させることが困難な

場合には、この限りでない。

３ ２人以上の債権者に対して支払を行う場合において、勘定科目及び支払期日が同一で

あるときは前項の規定にかかわらず、併せて一の支出伝票を発行することができる。こ

の場合においては、債権者ごとにその支払額を明らかにした文書を添付しなければなら

ない。

（資金前渡できる経費）

第３６条 令第２１条の５第１項第１５号の規定により管理規程で定める経費は、次の各

号に掲げるものとする。

(1) 賃金

(2) 交際費

(3) 自動車損害賠償責任保険料

(4) 前各号に掲げるもののほか、経費の性質上現金支払をしなければ事務の取扱いに支

障を及ぼすと企業長が特に認める経費

（資金前渡職員）

第３７条 総務課長は、その所掌に係る支出について、資金前渡の方法によるものがある

ときは、あらかじめ、資金前渡を受ける職員（以下「資金前渡職員」という。）を指定

しなければならない。

（資金前渡の請求）

第３８条 資金前渡職員は、資金の前渡を受けようとするときは、資金前渡請求書を作成

し、企業出納員の審査を経て、企業長に提出しなければならない。

（資金前渡の制限）

第３９条 資金前渡は、当該資金の精算をした後でなければ、同一の目的のために更に前

渡することはできない。ただし、特別の事情がある場合で、前渡金額の３分の２以上の



支払済の証明があるときは、この限りではない。

（前渡資金の取扱）

第４０条 資金前渡職員は、前渡を受けた資金（以下「前渡資金」という。）を確実な方

法により保管しなければならない。

（前渡資金の精算）

第４１条 資金前渡職員は、その支払終了後速やかに資金前渡精算書を作成し、証拠書類

を添えて総務課長の審査を経て企業長に提出しなければならない。ただし、令第２１条

の５第１項第４号及び第８号並びに同条第２項に規定するもので精算渡しに係るものに

ついては、資金前渡精算書の作成を省略することができる。

２ 前項に規定する精算の結果、残額があるときは、当該残金を返納しなければならない。

３ 総務課長は、第１項の精算書及び証拠となるべき書類に基づいて振替伝票、収入伝票

又は支出伝票を発行し、当該書類を添付して企業長の決裁を受けなければならない。

（概算払）

第４２条 令第２１条の６第５号の規定により管理規程で定める経費は、次の各号に掲げ

るものとする。

(1) 補償に要する経費

(2) 講習会、研修その他会議に要する経費

２ 前条の規定は、概算払により支出した経費に係る精算の場合に準用する。

（前金払）

第４３条 令第２１条の７第８号の規定により管理規程で定める経費は、次の各号に掲げ

るものとする。

(1) 社会保険料

(2) 土地又は家屋の買収代金

(3) 補償に要する経費

(4) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第５条の規

定により登録を受けた保証事業会社の保証に係る公共事業に要する経費

（部分払）

第４４条 工事若しくは製造又は物品の購入にあって契約書に定めがあるときは、その完

成前に既成部分又は既納部分に応じて代価の一部を支払うことができる。

２ 前項の支払い金額は、次に掲げる金額を超えないものとする。ただし、第１号の場合

において、性質上可分なものにあっては、既成部分に対してその全額を支払うことがで

きる。

(1) 工事又は製造にあっては、工事出来高検査調書に基づき既成部分に対する代価の１

０分の９に相当する額

(2) 物品物件検査調書に基づきその既納部分に対する代価に相当する額



（隔地払）

第４５条 企業出納員は、隔地の債権者に支払をする必要があるときは、出納取扱金融機

関をして為替の方法によって送金させることができる。この場合においては、債権者の

指定する金融機関を支払場所としなければならない。

２ 前項の規定により出納取扱金融機関に依頼したときは、隔地払済通知書を受け取ると

ともに、債権者に対して送金通知書を送付しなければならない。

（口座振替の申出）

第４６条 債権者は、口座振替の方法によって支払を受けようとする場合には、債権、振

替先金融機関及び振替先預金口座並びに振替金額を記載した文書によって企業出納員に

申し出なければならない。

（口座振替のできる金融機関）

第４７条 出納取扱金融機関のほか、他の金融機関に預金口座を設けている債権者には、

口座振替の方法により支出することができる。

（口座振替による支出手続）

第４８条 企業出納員は、口座振替の方法により支出しようとする場合は、出納取扱金融

機関に、振替先金融機関、振替先預金口座、振替金額に基づき口座振替依頼書を交付し

て送金の手続をさせることができる。

２ 前項の規定により出納取扱金融機関に依頼したときは、口座振替済通知書を徴さなけ

ればならない。

（小切手の振出）

第４９条 企業出納員は、出納取扱金融機関の支払準備資金口座の範囲内で小切手を振り

出さなければならない。

２ 小切手の署名は、記名押印によって行うものとする。

３ 企業出納員は、小切手を振り出したときは、支払人たる出納取扱金融機関に受取人の

氏名、支払金額、事業年度、番号その他必要な事項を通知しなければならない。

４ 出納取扱金融機関は、前項の小切手の支払を行ったものについて支払済通知書により

翌営業日までに企業出納員に報告しなければならない。

（小切手の訂正等）

第５０条 小切手の金額は、訂正してはならない。

２ 小切手の金額以外の記載事項を訂正するときは、その訂正を要する部分に二線を引き、

その上側に正書し、かつ、当該訂正箇所の左方余白に訂正した旨及び訂正文字数を記載

して企業長の印を押さなければならない。

３ 書損、汚損等により小切手を廃棄するときは、当該小切手に朱で斜線を引き、「廃棄」

と朱書きしてそのまま小切手帳に残しておかなければならない。

（小切手帳の保管）



第５１条 小切手帳の保管は、企業出納員が行う。

（領収書の徴収）

第５２条 企業出納員は、現金による支払又は小切手の振出し、隔地払若しくは口座振替

の通知によって支出したときは、債権者から領収書を受取らなければならない。ただし、

隔地払の場合は隔地払済通知書、口座振替の場合は口座振替済通知書をもって領収書に

替えることができる。

２ 前項の場合における債権者の領収印は、請求書に押印したものと同一のものでなけれ

ばならない。ただし、債権者が紛失その他やむを得ない理由により印鑑を証明する書類

を添付して改印した旨を申し出た場合は、この限りでない。

（支払小切手の時効）

第５３条 総務課長は、支払小切手が時効により消滅した場合は、直ちに収入伝票を発行

しなければならない。

（過誤払金の回収）

第５４条 用水供給事業の支出のうち過誤払となったものがある場合総務課長は、過誤払

を証する書類に基づいて振替伝票を発行し企業長の決裁を受けなければならない。

２ 第２５条から第２７条まで及び第２９条の規定は、前項の過誤払金の回収について準

用する。

（債務免除等）

第５５条 総務課長は、債務免除、時効等により債務が消滅した場合は、当該債務の消滅

を証する書類に基づいて振替伝票又は収入伝票を発行し、企業長の決裁を受けなければ

ならない。

第４節 預り金及び預り有価証券

（預り金及び預り有価証券の保管）

第５６条 企業出納員は、保証金その他用水供給事業の収入に属さない現金又は有価証券

を受け入れた場合は、次の区分によって整理しなければならない。

(1) 預り保証金

(2) 預り諸税

(3) 諸預り金

(4) 預り有価証券

（準用規定）

第５７条 第２４条から第５４条までの規定は、預り金及び預り有価証券の出納について

これを準用する。

第４章 たな卸資産

第１節 通則

（たな卸資産の範囲）



第５８条 たな卸資産とは、次の各号に掲げる物品であって、たな卸経理を行うものをい

う。

(1) 材料

(2) 消耗工具器具及び備品

(3) 消耗品

２ 前項のたな卸資産の区分の細目は、別に定めるところによる。

（たな卸資産の貯蔵）

第５９条 企業出納員は、常に用水供給事業の業務執行上必要な量のたな卸資産を貯蔵す

るよう努め、かつ、これを適正に管理しなければならない。

第２節 出納

（購入）

第６０条 主務課長は、予算に定めるたな卸資産の購入限度額の範囲内において必要に応

じ、次の各号に掲げる事項を記載した文書によって企業長の決裁を受けてたな卸資産を

購入するものとする。

(1) 購入しようとするたな卸資産の品目及び数量

(2) 購入しようとする理由

(3) 予定価格及び単価

(4) 契約の方法

(5) その他必要と認められる事項

（納品の検査）

第６１条 企業出納員は、たな卸資産の納入又は引渡の通知を受けたときは遅滞なく検収

しなければならない。

（受入価格）

第６２条 たな卸資産の受入価格は、次の各号に掲げるところによる。

(1) 購入又は製作によって取得したものについては、購入又は製作に要した価格

(2) 前号に掲げるもの以外のたな卸資産については、適正な見積価格

（受入）

第６３条 企業出納員は、たな卸資産を受け入れた場合は、入庫伝票及び振替伝票を発行

し、これらの伝票により企業長の決裁を受け入庫伝票に基づいて貯蔵品整理票に記帳す

るとともに振替伝票に基づき総勘定元表内訳票に記帳しなければならない。

（払出価格）

第６４条 たな卸資産の払出価格は、先入先出法によるものとする。

（払出）

第６５条 企業出納員は、たな卸資産を使用しようとする場合は、次の各号に掲げる事項

を記載した出庫伝票によって当該使用しようとするたな卸資産の払出しについて、企業



長の決裁を受けなければならない。

(1) 払出しをしようとするたな卸資産の品目及び数量

(2) 払出価格

(3) 勘定科目及び予算科目

(4) その他必要と認められる事項

２ 企業出納員は、前項の出庫伝票に基づきたな卸資産を払出し貯蔵品整理票に記帳する

とともに、振替伝票に基づき総勘定元表内訳票のほか支出予算執行整理表に記帳しなけ

ればならない。

（払出材料の戻入）

第６６条 企業出納員は、建設改良又は修繕のために払い出した材料に残品が生じた場合

は、第６３条の規定に準じて受け入れなければならない。

（発生品）

第６７条 企業出納員は、第５８条第１項各号に掲げる物品で用水供給事業の資産として

計上されていないものを新たに発見した場合は、再使用できるものと不用品となり又は

使用に耐えなくなったものとに区分し、再使用できるものは第６２条第２号及び第６３

条の規定により受け入れなければならない。

２ 前項の規定は、工事の施行等に伴って撤去品が生じた場合に準用する。

（不用品の処分）

第６８条 企業出納員は、たな卸資産のうち不用となり、又は使用に耐えなくなったもの

を不用品として整理し、企業長の決裁を経て、これを売却しなければならない。ただし、

買受人がないもの又は売却価額が売却に要する費用の額に達しないものその他売却する

ことが不適当と認められるものについては、企業長の決裁を経て、これを廃棄すること

ができる。

２ 総務課長は、前項の規定により不用品を廃棄したときは、直ちに振替伝票を発行しな

ければならない。

第３節 たな卸

（帳簿残高の確認）

第６９条 企業出納員は、常に貯蔵品整理票の残高をこれと関係のある他の帳票と照合し、

その正確な額の確認に努めなければならない。

（実地たな卸）

第７０条 企業出納員は、毎事業年度末に実地たな卸を行わなければならない。

２ 前項に定める場合のほか、たな卸資産が天災その他の理由により滅失した場合には、

随時実地たな卸を行わなければならない。

３ 前２項の規定により実地たな卸を行った場合は、その結果に基づいてたな卸表を作成

しなければならない。



（実地たな卸の立会）

第７１条 前条第１項及び第２項の規定により実地たな卸を行う場合は、企業出納員は、

企業長の指定するたな卸資産の受払に関係のない職員に立ち会わせなければならない。

（たな卸の結果の報告）

第７２条 企業出納員は、実地たな卸を行った結果を第７０条第３項の規定により作成す

るたな卸表を添付して企業長に報告しなければならない。

２ 実地たな卸の結果現品に不足があることを発見した場合は、企業出納員は、その原因

及び現状を調査し、前項の報告に併せて企業長に報告しなければならない。

（たな卸修正）

第７３条 企業出納員は、実地たな卸の結果、総勘定元表の残高がたな卸資産の現在高と

一致しないときは、たな卸表に基づき振替伝票を発行して企業長の決裁を受けこれを修

正しなければならない。

第５章 たな卸資産以外の物品

（直購入）

第７４条 主務課長は、第５８条第１項各号に掲げる物品のうち、購入後直ちに使用する

予定のもの又は第８７条の規定により建設仮勘定を設けて経理する建設改良工事に使用

する予定のものを、企業長の決裁を経て直接当該科目の支出として購入することができ

る。

（物品の管理）

第７５条 企業出納員は、第５８条第１項各号に掲げるたな卸資産勘定から払い出された

もの及び前条の規定により直接当該科目の支出として購入されたもの（以下本章におい

て「物品」という。）を適正に管理しなければならない。

２ 企業出納員は、物品台帳を備え、少なくとも年１回物品の数量、使用状況等を記録整

理しなければならない。

（事故報告）

第７６条 企業出納員は、天災その他の理由により物品が滅失し、亡失し、又は損傷を受

けた場合には、速やかにその原因及び現状を調査して企業長に報告しなければならない。

（不用物品の処分）

第７７条 企業出納員は、物品のうち不用となり又は使用に耐えなくなったものを、第６

８条の規定に準じて売却し、又は廃棄しなければならない。

第６章 固定資産

第１節 通則

（固定資産の範囲）

第７８条 固定資産とは、次の各号に掲げるものをいう。

(1) 有形固定資産



ア 土地

イ 立木

ウ 建物及び附属設備

エ 構築物

オ 機械及び装置並びにその他の附属設備

カ 自動車その他の陸上運搬具

キ 工具器具及び備品（耐用年数１年以上かつ取得価格が１０万円以上のものに限

る。）

ク リース資産（ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産で

あって、当該リース物件がアからキまでに掲げるものである場合に限る。）

ケ 建設仮勘定（ウからキまでに掲げる資産であって、事業の用に供するものを建設

した場合における支出した金額及び当該建設の目的のために充当した材料をいう。）

コ 有形資産であって、有形固定資産に属する資産とすべきもの

(2) 無形固定資産

ア 水利権

イ 借地権

ウ 地上権

エ 特許権

オ 施設利用権

カ ダム使用権

キ リース資産（ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産で

あって、当該リース物件がイからカまでに掲げるものである場合に限る。）

ク その他の無形資産であって、無形固定資産に属する資産とすべきもの

(3) 投資その他の資産

ア 投資有価証券（１年内（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内の日を

いう。）に満期の到来する有価証券を除く。）

イ 出資金

ウ 長期貸付金

エ 基金

オ その他の固定資産であって、投資その他の資産に属する資産とすべきもの

カ 有形固定資産若しくは無形固定資産、流動資産又は繰延資産に属さない資産

第２節 取得

（取得価格）

第７９条 固定資産の取得価格は、次の各号に掲げるところによる。

(1) 購入によって取得した固定資産については、購入に要した価格



(2) 建設工事又は製作によって取得した固定資産については、当該建設工事又は製作に

要した直接及び間接の費用の合計額

(3) 交換によるものは、交換のため提供した固定資産の帳簿価格に交換差額を加え又は

控除した額

(4) 譲与、贈与その他無償で取得した固定資産又は前３号に掲げる固定資産であって取

得価格の不明のものについては、公正な評価額

（購入）

第８０条 主務課長は、固定資産を購入しようとする場合には、次の各号に掲げる事項を

記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。

(1) 名称及び種類

(2) 固定資産の明細（土地については、地番、地目及び地積、建物については、所在す

る位置、構造、種目及び床面積、その他の財産については、数量等を記載すること。）

(3) 相手方の住所及び氏名

(4) 購入しようとする理由

(5) 予定価格及び単価

(6) 予算科目及び予算額

(7) 契約の方法

(8) 土地物件の場合は、質権、抵当権、賃借権その他物上負担の有無

(9) 図面

(10)その他必要と認められる事項

（交換）

第８１条 総務課長は、固定資産を交換しようとする場合には、次の各号に掲げる事項を

記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。

(1) 交換しようとする固定資産の名称及び種類

(2) 相手方の住所及び氏名

(3) 交換しようとする理由

(4) 交換差金があるときは、その額並びに納付又は支払方法及び時期

(5) 契約の方法

(6) 図面

(7) その他必要と認められる事項

２ 前項の文書には、交換しようとする固定資産の内容を明らかにするための書類及び相

手方の承諾書又は申請書を添付しなければならない。

（無償譲受）

第８２条 総務課長は、固定資産を無償で譲り受けようとする場合には、次の各号に掲げ

る事項を記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。



(1) 譲り受けようとする固定資産の名称及び種類

(2) 相手方の住所及び氏名

(3) 譲り受けようとする理由

(4) 見積価格（無形固定資産を除く。）

(5) その他必要と認められる事項

２ 前項の文書には、譲り受けようとする固定資産の図面その他の内容を明らかにするた

めの書類及び相手方の承諾書又は申請書を添付しなければならない。

（工事の施行）

第８３条 浄水課長は、建設改良工事を施行しようとする場合には、次の各号に掲げる事

項を記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。

(1) 建設改良工事によって取得しようとする固定資産の名称及び種類

(2) 工事を必要とする理由

(3) 工事の始期及び終期

(4) 予定価格

(5) 予算科目及び予算額

(6) その他必要と認められる事項

２ 前項の文書には、設計書その他当該建設改良工事の内容を明らかにするための書類を

添付しなければならない。

（検収）

第８４条 購入等により固定資産を取得したときは、企業長が指定した検査職員により遅

滞なく検収しなければならない。

（取得の報告）

第８５条 総務課長は、固定資産を取得した場合は、遅滞なく企業長に報告するとともに、

振替伝票を発行しなければならない。

２ 前項の場合において、総務課長は、法令の定めるところに従って遅滞なく登記又は登

録の手続きをとらなければならない。

（建設改良工事の精算）

第８６条 浄水課長は、建設改良工事が完成した場合には、速やかに工事費の精算を行わ

なければならない。

２ 前項の場合において、総務課長は、適正な基準に従って間接費を配賦し、工事費に合

わせて固定資産に振り替えなければならない。

（建設仮勘定）

第８７条 建設改良工事でその工期が、一事業年度を超えるものは、建設仮勘定を設けて

経理するものとする。

２ 前項の建設改良工事が完成した場合は、総務課長は、建設仮勘定の精算を行い、振替



伝票を発行して固定資産の当該科目に振り替えなければならない。

３ 建設事務費その他の経費の配賦については、関連する工事費総額に対する各工事費の

割合をもって行うものとする。

（未完成工事）

第８８条 浄水課長は、年度末において未完成の工事がある場合には、未完成工事に関す

る報告書を作成して４月１０日までに企業長に報告しなければならない。

第３節 管理及び処分

（管理）

第８９条 主務課長は、その管理に属する固定資産が常に最良の状態において使用に供さ

れるよう留意し、固定資産の得喪及び現況等を明らかにした固定資産台帳を整備し、少

なくとも年１回固定資産の実態を照合し、その一致を確認するよう適正な管理をしなけ

ればならない。

（事故報告）

第９０条 主務課長は、天災その他の理由により用水供給事業の固定資産が滅失し、亡失

し、又は損傷を受けた場合は、遅滞なく企業長にその旨を報告しなければならない。

（資本的支出と収益的支出の区分）

第９１条 固定資産の使用可能期間を延長させ、又は価値の増加を伴う部分に対応する支

出は資本的支出とし、それ以外のものは収益的支出として整理するものとする。

（売却等）

第９２条 主務課長は、固定資産を売却し、撤去し又は廃棄しようとする場合には、次の

各号に掲げる事項を記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。

(1) 売却し、撤去し又は廃棄しようとする固定資産の名称及び種類

(2) 所在地

(3) 売却し、撤去し又は廃棄しようとする理由

(4) 予定価格

(5) 契約の方法

(6) その他必要と認められる事項

２ 固定資産の廃棄は、当該固定資産が著しく損傷を受けていることその他の理由により

買受人がない場合又は売却価格が売却に要する費用の額に達しない場合に限るものとす

る。

（固定資産の用途廃止）

第９３条 主務課長は、機械、器具その他これに類する固定資産のうち著しく損傷を受け

ていることその他の理由によりその用途に使用することができなくなったものについて

は、企業長の決裁を受けて、再使用できるものと不用となり、又は使用に耐えなくなっ

たものとに区分し、再使用できるものは第６２条第２号及び第６３条の規定に準じてた



な卸資産に振り替えなければならない。

２ 前項の規定は、固定資産を撤去した場合において発生した物品について準用する。

（売却等に関する報告）

第９４条 主務課長は、固定資産を売却し、撤去し、廃棄し、又は用途を廃止した場合は、

遅滞なく当該売却等に関する報告書を作成して企業長に提出しなければならない。

第４節 減価償却

（減価償却の方法）

第９５条 固定資産の減価償却は、定額法により行い、その整理は有形固定資産について

は間接法、無形固定資産については直接法により行うものとする。ただし、有形固定資

産の種類に応じて定率法を用いることができる。

（特別償却率）

第９６条 償却資産のうち、直接その営業の用に供する資産の各事業年度の減価償却額は、

規則第１５条第２項に規定する管理規程で定める率は１００分の５０とする。

（減価償却の特例）

第９７条 有形固定資産のうち帳簿原価の１００分の５に相当する金額に達した後におい

て、規則第１５条第３項の規定により、帳簿価格が１円に達するまで減価償却を行おう

とする場合は、あらかじめその年数について企業長の決裁を受けなければならない。

（開始年度）

第９８条 固定資産の減価償却は、取得した年度の翌年度から開始する。ただし、本勘定

に振り替えられた当月又は翌月から月割によって減価償却を行うことができる。

（減価償却の手続）

第９９条 減価償却は、総務課長が行うものとする。

２ 総務課長は、減価償却を行うときは、減価償却計算書を作成して企業長の決裁を受け

なければならない。

３ 前項の手続を行うときは、振替伝票を発行しなければならない。

第７章 引当金

（退職給付引当金の計上方法）

第１００条 退職給付引当金の計上は、簡便法（当該事業年度の末日において全職員（同

日における退職者を除く。）が自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給す

べき退職手当の総額による方法をいう。）によるものとする。

２ 前項の規定は、退職手当組合（以下「組合」という。）を利用していない場合であっ

て、利用している場合においては、前項の額から組合への加入時からの負担金の累積額

から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に組合における積

立金の運用益のうち企業団へ按分される額を加算した額を除した額によるものとする。

第８章 予算



（予算編成方針）

第１０１条 総務課長は、翌年度の予算編成方針について、１０月末日までに企業長の決

裁を受けなければならない。

（予算の作成）

第１０２条 総務課長は、翌年度の予算原案及び予算に関する説明書並びに参考資料を添

付して企業長の決裁を受けなければならない。なお、予算に関する説明書のうち予定キ

ャッシュ・フロー計算書の作成は、間接法によるものとする。

（予算の執行）

第１０３条 総務課長は、企業の適切な経営管理を確保するために必要な計画(以下「予

算執行計画」という。)を作成し、企業長の決裁を受けて執行するものとする。

２ 前項の予算執行計画は、目、節に区分するものと、勘定科目表の目、節及び別に定め

る区分によるものとする。

３ 総務課長は、第１項に定める目、節の変更及び金額を変更して執行しようとする場合

には、それぞれ当該変更の理由等を記載した文書によって企業長の決裁を受けなければ

ならない。

（流用及び予備費使用の手続）

第１０４条 総務課長は、予算の定めるところにより流用しようとする場合には、その科

目の名称及び金額、流用しようとする理由等を記載した文書によって企業長の決裁を受

けなければならない。

２ 前項の規定は、予備費を使用しようとする場合に準用する。

（予算超過の支出）

第１０５条 総務課長は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」とい

う。）第２４条第３項の規定に基づき業務量の増加により業務のため直接必要な経費に

不足を生じた場合において増加する収入に相当する金額を当該業務のため直接必要な経

費に使用しようとするときは、使用しようとする経費の名称、金額及び使用しようとす

る理由等を記載した文書によって企業長の決裁を受けなければならない。

２ 総務課長は、現金支出を伴わない経費について、予算に定める金額を超えて支出する

ときは、前項の規定に準じて企業長の決裁を受けなければならない。

（予算の繰越）

第１０６条 総務課長は、予算に定めた建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払

義務が生じなかったものについて翌年度に繰越して使用する場合において、予算繰越計

算書を作成して５月末日までに企業長の決裁を受けなければならない。

２ 前項の規定は、支出予算の金額のうち、年度内に支払の原因となる契約その他の行為

をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかったものについて翌年度に繰越

して使用する必要がある場合及び継続費について翌年度に逓次繰越して使用する場合に



ついて準用する。

（継続費）

第１０７条 総務課長は、継続費の設定を必要とするときは又は変更しようとするときは、

必要な書類を作成し企業長の決裁を受けなければならない。

（債務負担行為）

第１０８条 総務課長は、債務負担行為の設定を必要とするときは、その理由を付した資

料に基づき、必要な書類を作成し企業長の決裁を受けなければならない。

（企業債）

第１０９条 総務課長は、企業債を必要とするときは、必要な書類を作成し企業長の決裁

を受けなければならない。

２ 前項の規定により、企業債の起債又は償還があったときは、必要な事項を企業債台帳

に記載し整理しなければならない。

（一時借入金）

第１１０条 総務課長は、一時借入金を必要とするときは、必要な書類を作成し企業長の

決裁を受けなければならない。

２ 前項の規定により、一時借入金のあったときは、必要な事項を一時借入金整理票に記

載し整理しなければならない。

第９章 決算

（決算の作成）

第１１１条 用水供給事業の決算の作成に関する事務は、総務課長が行う。

（試算表等の作成）

第１１２条 総務課長は、毎月の月次合計残高試算表及び資金予算表を翌月の１０日まで

に作成し、企業長に提出しなければならない。

（決算整理）

第１１３条 総務課長は、毎事業年度経過後速やかに振替伝票により、次の各号に掲げる

事項について決算整理を行わなければならない。

(1) 実地たな卸に基づくたな卸資産の修正

(2) 固定資産の減価償却

(3) 繰延収益の償却

(4) 資産の評価

(5) 引当金の計上

(6) 未払費用等の経過勘定に関する整理

（帳票の締切）

第１１４条 総務課長は、前条の規定により決算整理を行った後、各帳票の勘定の締切を

行うものとする。



（決算報告書等の提出）

第１１５条 総務課長は、毎事業年度５月末日までに、次の各号に掲げる書類を作成し、

企業長の決裁を受けなければならない。なお、キャッシュ・フロー計算書の作成は、予

定キャッシュ・フロー計算書と同じ方法によるものとする。

(1) 決算報告書

(2) 損益計算書

(3) 剰余金計算書又は欠損金計算書

(4) 剰余金処分計算書又は欠損金処理計算書

(5) 貸借対照表

(6) 事業報告書

(7) キャッシュ・フロー計算書

(8) 収益費用明細書

(9) 固定資産明細書

(10)企業債明細書

(11)継続費精算報告書

第１０章 契約

第１節 通則

（契約伺）

第１１６条 契約担当者は、契約を締結しようとするときは、契約伺を作成し企業長の決

裁を受けなければならない。

（契約書の作成）

第１１７条 契約担当者は、契約を締結しようとするときは、次の各号に掲げる事項を記

載した契約書を作成しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のな

い事項については、この限りでない。

(1) 契約の目的

(2) 契約金額

(3) 履行期限

(4) 契約保証金

(5) 契約履行の場所

(6) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法

(7) 監督及び検査

(8) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金及びその他の損害

金

(9) 危険負担

(10) かし担保責任



(11) 契約に関する紛争の解決方法

(12) 契約の解除に関する事項

(13) その他必要と認められる事項

２ 前項第３号の履行期限については、検査に要する期間等を考慮して、その年度内に検

査が完了するよう定めなければならない。

（契約書の省略）

第１１８条 契約担当者は、次の各号の一に該当する場合は、契約書の作成を省略するこ

とができる。

(1) ５０万円を超えない指名競争契約又は随意契約をするとき（公有財産に関し、これ

らの契約をするときを除く。）。

(2) 物品の売払いの場合において、買受人が直ちに代金を納付してその物品を引き取る

とき。

(3) せり売りするとき。

(4) 国又は公法人若しくは公益法人と随意契約をする場合において、契約担当者が、契

約書を作成する必要がないと認めたとき。

２ 前項第１号又は第４号の規定により契約書の作成を省略した場合においては、請書を

徴さなければならない。ただし、契約の内容によりその必要がないと認められるときは、

この限りでない。

（契約保証金）

第１１９条 契約担当者は、契約の相手方に契約金額の１００分の１０以上の契約保証金

を納付させなければならない。

２ 契約担当者は、前項の規定にかかわらず次の各号の一に該当する場合においては、契

約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。

(1) 契約の相手方が保険会社との間に企業団を被保険者とする履行保証保険契約を締結

したとき。

(2) 第１２５条の規定により入札に参加する資格を有する者と契約を締結する場合にお

いて、その者が過去２年間に企業団又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ

くする契約を数回以上にわたって締結し、これらすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

(3) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されるとき。

(4) 物品を売り払う契約を締結する場合において、売却代金が即納されたとき。

(5) 随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

３ 契約保証金は、国債証券、地方債証券及びその他企業長が確実と認められる担保の提

供をもってこれに代えることができる。



４ 前項の国債証券及び地方債証券は、その額面金額により、その他のものについては時

価の１０分の８以内をもって換算するものとする。

（契約保証金の還付）

第１２０条 契約保証金は、特約した場合を除き、契約者が債務の履行を完了したときに

還付する。

（長期継続契約）

第１２１条 契約担当者は、翌年度以降にわたり電気、ガス、水道の供給若しくは電気通

信の役務の提供を受ける契約又は不動産を借りる契約を締結する必要があるときは、債

務負担行為として定めることなく長期継続契約を締結することができる。この場合にお

いては、各年度におけるこれらの経費の予算の範囲内においてその給付を受けなければ

ならない。

（代価の支払）

第１２２条 すべての代価の支払は、第１４８条第４項に規定する検査調書又は検収調書

に基づかなければならない。

第１２３条 削除

第２節 一般競争入札

（入札の公告）

第１２４条 契約担当者は、一般競争入札を行おうとするときは、少なくとも１０日前に

掲示その他の方法により、次の各号に掲げる事項について公告しなければならない。た

だし、急を要する場合においては、その期間を５日までに短縮することができる。

(1) 入札に付する事項

(2) 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

(3) 契約条項を示す日時及び場所

(4) 入札又は開札の場所及び日時

(5) 入札保証金及び契約保証金に関する事項

(6) その他必要と認める事項

２ 建設工事に係る一般競争入札の公告期間は、前項の規定にかかわらず、建設業法施行

令（昭和３１年政令第２７３号）第６条に規定する見積期間によらなければならない。

（入札参加者の資格）

第１２５条 特別の理由がある場合を除くほか、禁治産者及び準禁治産者並びに破産者で

復権を得ない者は、一般競争入札に参加することができない。

２ 次の各号の一に該当すると認められる者は、その事実があった後２年間一般競争入札

に参加させないことができる。この場合において、その者を代理人、支配人その他の使

用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。

(1) 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しく



は数量に関して不正の行為をした者

(2) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立

を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者

(4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

(6) 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代

理人、支配人その他の使用人として使用した者

（指名競争入札の参加者の資格）

第１２６条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「自治令」という。）第

１６７条の１１第２項の規定により、企業長が定める指名競争入札に参加する者に必要

な資格は、次の各号のいずれにも該当しない者で、かつ、指名競争入札の参加資格に関

する審査を受け、指名競争入札参加適格者名簿に登載されたものとする。

(1) 建設業にあっては、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定に

よる許可を受けていない者

(2) 測量業にあっては、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定に

よる登録を受けていない者

(3) 建築設計業（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第３条又は第３条の２の規定

により１級建築士及び２級建築士以外の者の行うことのできる設計又は工事監理を除

く。）にあっては、建築士法第２３条第１項の規定による登録を受けていない者

（競争除外者の報告）

第１２７条 契約担当者は、第１２５条第２項各号の一に該当する者があったときは、そ

の者の住所、氏名その他必要な事項を直ちに企業長に報告しなければならない。

（入札保証金）

第１２８条 契約担当者は、一般競争入札に参加しようとする者に対して見積金額の１０

０分の５以上の入札保証金を納めさせなければならない。ただし、次の各号の一に該当

する場合においては、入札保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。

(1) 競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に、企業団を被保険者とする入

札保証保険契約を締結したとき。

(2) 競争入札に付する場合において、第１２６条の規定により入札に参加する資格を有

する者で過去２年間に企業団又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したものについて、

その者が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

２ 第１１９条第３項及び第４項の規定は、前項の入札保証金の納付について準用する。

３ 落札者の入札保証金は、契約保証金の一部に充当するものとする。



（入札保証金の還付）

第１２９条 契約担当者は、契約保証金の一部に充当する場合を除き、入札保証金を開札

後直ちに還付しなければならない。

（入札の方法）

第１３０条 入札をしようとする者は、入札書に所要事項を記入し、記名押印のうえ所定

の日時及び場所に出頭し、入札しなければならない。ただし、契約担当者が特に禁じた

場合のほか、郵送によることができる。

（入札の効力）

第１３１条 総額をもって落札を定める場合において、その内訳に誤ちがあっても入札の

効力を妨げないものとする。

（入札の無効）

第１３２条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。

(1) 入札参加の資格がない者のした入札

(2) 代理権を証する証明のない者のした入札

(3) 所定の日時までに到達しなかった郵送による入札

(4) 入札保証金が所定の額に達しない者のした入札

(5) 入札者の記名押印がない入札

(6) 同一入札について入札者及びその代理人のした２通以上の入札

(7) 金額その他主要部分の記載が不明確な入札

(8) その他入札に関し、特に指定した事項に違反した入札

（予定価格及び最低制限価格）

第１３３条 契約担当者は、その入札に付する事項の価格を仕様書、設計書により予定し、

予定価格を記載した書面を封書にし、開札場所に置かなければならない。

２ 契約担当者は、工事又は製造の請負契約を締結しようとする場合において、当該契約

の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認めるときは、予定価格の制限

の範囲内で最低制限価格を設けることができる。この場合においては、前項の書面に併

せて記載しなければならない。

３ 前項の最低制限価格は、予定価格の３分の２を下ることができない。

４ 第２項の規定により最低制限価格を設定したときは、第１２４条の規定による公告に

おいて、その旨を明らかにしなければならない。

（予定価格の決定方法）

第１３４条 予定価格は、一般競争入札に係る契約価格の総額について定めなければなら

ない。ただし、一定期間継続して行う製造、修理加工、売買、供給及び使用等の契約に

おいては、単価についてその予定価格を定めることができる。

２ 前項の予定価格は、契約の目的となる物件又は役務についての取引の実例価格、需給



の状況、履行の難易、数量の多少及び履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければ

ならない。

（開札及び再度入札）

第１３５条 契約担当者が開札をするときは、第１２４条の規定により公告した入札の場

所において、入札の終了後直ちに入札者を立ち会わせてこれを行う。この場合において、

入札者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない職員を立ち会わせなければな

らない。

２ 入札者は、第１３０条の規定により提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をする

ことができない。

３ 第１項の規定により開札した場合において、次条第１項の規定による落札者がないと

きは、直ちに再度の入札をすることができる。

（落札者の決定）

第１３６条 契約担当者は、次条に規定する場合を除き、次の各号の一に該当する者を落

札者としなければならない。

(1) 工事の請負、物品の購入及び借入れ等については、予定価格の制限の範囲内であっ

て最低価格をもって入札をした者

(2) 物品の売払い又は貸付け等については、予定価格以上であって最高価格をもって入

札をした者

２ 契約担当者は、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当

該入札者にくじを引かせて落札者を決定しなければならない。この場合において、当該

入札者のうちくじを引かない者があるときは、これにかえて当該入札事務に直接関係の

ない職員にくじを引かせるものとする。

３ 落札者が契約を締結しない場合において、その入札で予定価格の制限の範囲内の入札

をした者があるときは、再入札の手続きをとらず前２項の規定により落札者となるべき

者を順次に採用することができる。

（最低価格の入札者以外の者を落札者とする場合）

第１３７条 契約担当者は、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者が

次の各号の一に該当する場合には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の

価格をもって申込みをした他の者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者

とすることができる。

(1) 契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認めるとき。

(2) 公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあり著しく不適当であると認めると

き。

（落札の通知）

第１３８条 契約担当者は、落札者が決定したときは、口頭又は書面をもって当該落札者



に通知するものとする。

第３節 指名競争入札

（指名競争入札）

第１３９条 契約担当者は、指名競争入札により契約を締結しよとするときは、５人以上

の入札者を指名しなければならない。ただし、特別の理由があるときは、この限りでな

い。

２ 前項の規定により入札者を指名したときは、第１２４条各号に規定する事項を各入札

者に通知しなければならない。

（指名競争入札の参加資格等）

第１４０条 第１２５条から第１３８条までの規定は、指名競争入札の場合に準用する。

第４節 随意契約

（見積書）

第１４１条 契約担当者は、随意契約に付するときは、２人以上の者から見積書を徴さな

ければならない。ただし、次の各号の一に該当する場合は、１人の者から見積書を徴す

るものとする。

(1) 契約の目的又は性質により契約の相手方が特定されるとき。

(2) 市場価格が一定している場合であって、一般競争入札又は指名競争入札に付する必

要がない物品を購入するとき。

(3) １件の金額が１０万円未満の契約を締結するとき。

(4) ２人以上の者から見積書を徴することが適当でないと認めるとき。

２ 契約担当者は、前項の規定にかかわらず、その性質上見積書を徴することが適当でな

いと認めるとき又は前項第３号の場合においてその金額が１万円未満のものであるとき

は、当該見積書を徴さないことができる。

（随意契約）

第１４１条の２ 令第２１条の１４第１項第１号に規定する規則で定める額は、別表第２

のとおりとする。

（予定価格）

第１４２条 契約担当者は、随意契約により契約を締結しようとするときは、あらかじめ

第１３４条の規定に準じて予定価格を定めなければならない。ただし、特に必要がない

と認めるときは、予定価格を記載した書面の作成を省略することができる。

（特別事情）

第１４３条 契約担当者は、競争入札に付し、入札者がないため又は再度の入札に付し、

落札者がないため随意契約により契約を締結する場合は、契約保証金及び履行期限を除

くほか、最初に競争入札に付するとき定めた予定価格その他の条件を変更することがで

きない。



２ 契約担当者は、落札者が契約を締結しないため随意契約により契約を締結する場合は、

落札金額の制限内でこれを行うものとし、かつ、履行期限を除くほか、最初に競争入札

に付するとき定めた条件を変更することができない。

３ 前２項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができると

きに限り、当該予定価格又は落札金額の制限内で数人に分割して契約を締結することが

できる。

第５節 せり売り

（せり売り）

第１４４条 契約担当者は、せり売りをしようとするときは、職員を指定し、当該職員を

してせり売りをさせなければならない。ただし、特に必要と認めるときは、職員以外の

者からせり売り人を選び、職員を立ち会わせてせり売りを行うことができる。

２ 第１２４条、第１２５条、第１３３条第１項及び第１３４条の規定は、せり売りにつ

いて準用する。

第６節 契約の履行

（監督及び検査の協力義務）

第１４５条 契約担当者は、契約を締結しようとするときは、監督及び検査の円滑な実施

を図るため、当該契約の相手方をして監督及び検査に協力させるため必要な事項を約定

させなければならない。

（監督）

第１４６条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２３４

条の２第１項の規定により監督を命ぜられた職員（以下「監督職員」という。）は必要

があるときは、工事又は製造その他請負契約に係る仕様書及び設計書に基づき、当該契

約の履行に必要な細部設計図、原図等を作成し、又は契約の相手方が作成したこれらの

書類を審査して承認をしなければならない。

２ 監督職員は、必要があるときは、請負契約の履行に立会い、工程の管理、履行途中に

おける工事、製造等に使用する材料の試験又は検査等の方法により監督し、契約の相手

方に必要な指示をするものとする。

３ 監督職員は、監督の実施にあたっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのな

いようにするとともに、監督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に属

する事項は、これを他に漏らしてはならない。

（監督職員の報告）

第１４７条 監督職員は、監督の結果について契約担当者と緊密に連絡するとともに、契

約担当者の要求に基づき又は随時に監督の実施について契約担当者に報告しなければな

らない。

（検査）



第１４８条 企業長から検査を命ぜられた職員（以下「検査職員」という。）は、工事又

は製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約については、その受け

る給付の完了の確認をするため、契約書、仕様書、設計書その他の関係書類に基づき、

かつ、必要に応じて当該契約に係る監督職員の立会いを求め、当該給付の内容について

検査又は検収を行わなければならない。

２ 前項の場合においては、必要に応じて破壊若しくは分解又は試験をして検査又は検収

を行うものとする。

３ 検査職員は、第１項の規定による検査又は検収の実施にあたっては、契約の相手方又

はその代理人の立会いを求めなければならない。ただし、契約金額が５０万円を超えな

いもの及び電気料金等企業長が特に認めたものについては、この限りでない。

４ 検査職員は、前３項の規定による検査又は検収をしたときは、検査調書又は検収調書

を作成しなければならない。この場合において、その工事又は給付の内容に適合しない

ものであるときは、その旨及びその措置について意見を付さなければならない。ただし、

契約金額が５０万円を超えないもの及び電気料金等企業長が特に認めたものについて

は、契約内容により請求書又はこれに代わるべき書類に検査済等の旨を付記して検査調

書又は検収調書とすることができる。

（監督又は検査若しくは検収を委託して行った場合の確認）

第１４９条 自治令第１６７条の１５第４項の規定により、職員以外の者に委託して監督

又は検査若しくは検収を行わせた場合においては、当該監督者は検査又は検収の結果を

記載した書面を提出しなければならない。

２ 前項の委託に係る契約の代金は、同項の書面に基づかなければ支払をすることができ

ない。

（履行期限の特例）

第１５０条 契約の相手方は、天災事変その他やむを得ない理由によって期限又は期間内

に義務を履行することができないときは、その理由を明らかにして、期限又は期間の延

長を願い出なければならない。

（違約金の率）

第１５１条 契約の履行期限又は履行期間の延長を承認した場合において、契約の相手方

の責に帰すべき理由があるときは、履行期限又は履行期間の最終日の翌日から履行した

日までの日数につき契約金額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法

律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率（以下「違約金の率」

という。）を乗じて計算した額（当該金額に１００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。）を違約金として徴収する。この場合において、分割して履行

しても支障のない契約については、当該期限又は当該期間内に履行しなかった部分につ

いてのみ違約金を徴収することができる。



２ 前項に規定する違約金の率は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの率

とする。

（違約金の期間計算）

第１５２条 前条の違約金の計算については、検査に要した日数は算入しない。工事若し

くは製造の請負契約又は物件の購入契約に係る検査の結果不合格となった場合における

その手直し、補強又は引換えのために要する指定日数についても同様とする。

（かし担保責任）

第１５３条 契約担当者は、物件購入の場合において、契約の相手方が提供した目的物に

かくれたかしがある場合には、引渡し後１年間その物件について担保の責任を負わせる

ものとする。ただし、その期間は、契約をもって短縮することができる。

２ 契約担当者は、契約の相手方から工事完了により引渡しを受けた工事部分に対してか

くれたかしがある場合においては、引渡し後３年間その工事について担保の責任を負わ

せるものとする。ただし、その期間は契約をもって短縮することができる。

３ 前項のかくれたかしが契約の相手方の故意又は重大な過失により生じた場合は、前項

の規定にかかわらず１０年間その工事について担保の責任を負わせるものとする。

（建物についての火災保険）

第１５４条 第４４条の規定により部分払に関して約定する場合において、部分払の対象

となる工事又は製造に係るものが、その性質上火災保険契約の目的となりうるものであ

るときは、企業長を受取人とする火災保険を付し当該証書を提出する旨約定させなけれ

ばならない。

（権利義務の譲渡の禁止の約定）

第１５５条 契約により生ずる権利又は義務をいかなる方法をもってするを問わず譲渡

し、承継させ、若しくは担保に供し、又は工事、製造若しくは供給を一括して他人に請

け負わせ、若しくは委任することができる旨の約定をすることができない。ただし、特

別の事情があって企業長の承認を得たときは、この限りでない。

（名義変更の届出）

第１５６条 法人又は組合とその代表者名義をもって契約する場合においては、その代表

者に変更があったときは、その名義変更に係る登記簿謄本その他これを証する書類を添

付し、届け出るべき旨を約定させなければならない。

（契約の解除等）

第１５７条 次の各号に掲げる場合においては、契約を解除することができる旨の約定を

しなければならない。

(1) 契約期間内に契約を履行しないとき、又は履行の見込がないと明らかに認められる

とき。

(2) 着手期日を過ぎても着手しないとき。



(3) 工事請負契約にあっては、契約の相手方が建設業法第２８条第３項の規定による営

業の停止又は同法第２９条若しくは第２９条の２の規定による登録の取消しを受けた

とき。

(4) 前各号の一に該当する場合を除くほか、契約の相手方が契約に違反したとき。

２ 前各号の一に該当しない場合であってもやむを得ない理由があるときは、契約を解除

し、又はその履行を中止させ、若しくはその一部を変更することがある旨の約定をする

ことができる。

（解除等の通知及び契約の変更）

第１５８条 前条第２項の規定による約定に基づき契約を解除し、又はその履行を中止さ

せるときは、その理由、期間その他必要な事項を記載した書面をもって契約の相手方に

通知しなければならない。

２ 前条第２項の規定による約定に基づき契約の一部を変更する必要があるときは、契約

の相手方と契約の変更に関する契約を締結しなければならない。

第１１章 雑則

（職員の賠償責任）

第１５９条 自治法第２４３条の２第１項後段の規定により賠償の責を負う職員の範囲

は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 支出負担行為の権限を有する職員又はその権限に属する事務を直接補助する職員

で、係長以上の職にある者

(2) 支出命令の委任を受けた職員及び支出命令事務を直接補助する職員で、係長以上の

職にある者

(3) 支払事務を執行する職員

(4) 監督を行う職員、検収検査員又は検収検査の職務を直接補助する職員

（事故報告及び処分の手続）

第１６０条 企業出納員、資金前渡を受けた職員、占有動産を保管している職員、支出負

担行為を直接補助する職員、支出若しくは支払をする職員又は物品を使用している職員

は、その保管に係る現金、有価証券、貯蔵品、占有動産若しくはその使用に係る物品を

亡失し、又は損傷したことにより企業団に損害を与えたときは、直ちにその事実を詳細

に記載した書類を作成し、参考資料を添付して事務局長に報告しなければならない。

２ 支出負担行為の権限を有する職員又は工事若しくは製造の監督若しくは検査、検収を

行う職員は、法令の規定に違反して前項の行為をし、又は怠ったことにより企業団に損

害を与えたときは、直ちにその事実を詳細に記載した書類を作成し、参考資料を添付し

て事務局長に報告しなければならない。

３ 事務局長は、前２項の規定により報告を受けたときは、速やかに事実を調査し、その

結果を企業長に報告しなければならない。



４ 企業長は前項の報告に基づき、その責任が職員にあると認めたものについては、自治

法第２４３条の２第３項に規定する手続をとらなければならない。

（様式）

第１６１条 この規程の施行について必要な様式は、企業長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の東総広域水道企業団会計規程は、昭和６２年度分の会計に関する事務から適

用し、昭和６１年度分までの会計に関する事務については、なお従前の例による。

附 則（平成２年３月３０日規程第１号）

この規程は、公布の日から施行し、改正後の東総広域水道企業団会計規程の規定は、平

成元年４月１日から適用する。

附 則（平成２年４月１日規程第３号）

この規程は、公布の日から施行する。

附 則（平成９年３月２８日規程第１号）

この規程は、公布の日から施行し、平成９年度の事業年度から適用する。

附 則（平成１８年３月２８日規程第４号）

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月２７日規程第２号）

（施行期日等）

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行し、この規程による改正後の東総広域水道

企業団会計規程（次項において「改正後の規程」という。）の規定は、平成２６年度の

事業年度から適用する。

（準備行為）

２ 平成２６年度の予算編成に係る手続その他の行為は、この規程の施行前においても、

改正後の規程の規定の例により行うことができる。

附 則（平成２７年３月２３日規程第２号）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年１０月９日規程第３号）

この規程は、公布の日から施行する。

附 則（平成２９年３月７日規程第３号）

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則（平成３０年１２月２１日規程第３号）

この規程は、公布の日から施行する。



別表第１（第１８条第２項関係）

水道用水供給事業会計勘定科目表

収 益 勘 定

款 項 目 節 説 明

事業収益 水道用水供給事業経営による総収
益

営業収益 主たる営業活動から生ずる収益

給水収益 水道用水の供給による収益

受託工事収 工事の受託による収益
益

その他の営 上記以外の営業収益
業収益

材料売却収 材料の売却代金
益

手数料 水質検査手数料等

雑収益 上記以外の営業収益

営業外収 金融及び財務活動に伴う収益その
益 他主たる営業活動以外から生ずる

収益

受取利息 預金及び投資等による収益

預金利息 普通預金、通知預金、定期預金等
の利息

貸付金利息 貸付金から生ずる利息

有価証券利 有価証券から生ずる利息
息

他会計負担 営業費用、営業外費用を負担する
金 ことを目的とする他会計からの負

担金

他会計補助 営業費用、営業外費用を負担する
金 ことを目的とする他会計からの補

助金

補助金 営業費補助の目的で交付された補
助金

長期前受金 規則第２１条第２項又は第３項の
戻入 規定により償却した長期前受金の

額のうち営業外収益として整理す
るもの

消費税及び 消費税及び地方消費税の還付額
地方消費税
還付金

雑収益 上記以外の営業外収益



不用品売却 不用品の売却により生じた収益
益

その他の雑 上記以外の営業外収益
収益

特別利益 当年度の経常的収益から除外すべ
き収益

固定資産売 固定資産の売却価格が当該固定資
却益 産の売却時の帳簿価格を超える金

額

過年度損益 前年度以前の損益の修正で利益の
修正益 性質を有するもの

その他特別 上記以外の特別利益
利益

費 用 勘 定

款 項 目 節 説 明

事業費用 水道用水供給事業経営による総費
用

営業費用 主たる営業活動から生ずる費用

原水及び浄 原水の取水及び原水をろ過滅菌す
水費 る設備の維持及び作業並びに水質

検査に要する費用

給料 職員の本給

手当等 職員の扶養、期末、勤勉、時間外
勤務、特殊勤務等の諸手当及び児
童手当

賃金 臨時職員及び人夫の賃金

法定福利費 法令の定めるところにより職員の
福利厚生のため企業団が負担する
費用

旅費 旅費に関する規程等に基づいて職
員等に支給する旅費

被服費 被服貸与規程に基づいて職員に貸
与する被服の購入費

備消耗品費 消耗品費及び耐用年数１年未満又
は取得価格１０万円未満の工具器
具及び備品費

燃料費 工事用、自動車用及び暖房用燃料
費

光熱水費 電気、ガス、水道の料金

印刷製本費 諸用紙帳票等の印刷及び製本費



通信運搬費 はがき、切手、電信電話料、電話
加入移転架設料、乗車船券類、運
送料等

委託料 試験、調査等の委託及び清掃業務
等の委託に要する費用

手数料 廃棄物等の処理、浄化槽検査等の
手数料

賃借料 借地料、借家料、会場借料その他
の賃借料

修繕費 有形固定資産及び物品の修繕その
他維持管理に要する費用

路面復旧費 管の布設、修理等に要する道路の
復旧費

工事請負費 工事の請負費

動力費 機械装置等の運転に必要な電力料
及び燃料

薬品費 水処理用薬品費

材料費 有形固定資産等の維持管理に要す
る材料

補償費 補償金、賠償金、見舞金等

研修費 職員の能率の向上及び増進のため
開催する講習会、研究会等に関す
る経費

会議費 会議のための賄料等

負担金 水源開発に係る負担金及びその他
の負担金並びに関係団体の会費負
担金

賞与引当金 賞与引当金として計上するための
繰入額 繰入額

法定福利費 法定福利費引当金として計上する
引当金繰入 ための繰入額
額

修繕引当金 修繕引当金として計上するための
繰入額 繰入額

特別修繕引 特別修繕引当金として計上するた
当金繰入額 めの繰入額

その他引当 規則第２２条の規定により引き当
金繰入額 てるその他引当金として計上する

ための繰入額

雑費 上記以外の科目で処理できない費
用

送水費 送水ポンプ、送水管設備等の維持
及び作業に要する費用



原水及び浄水費の節に準ずる。

受託工事費 受託工事の作業に要する費用

原水及び浄水費の節に準ずる。

総係費 事業活動の全般に関連する費用

給料

手当等

賃金

報酬 議員、非常勤の監査委員、嘱託員
等に対する報酬

法定福利費

旅費

報償費 報償金及び賞賜金等

被服費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

印刷製本費

通信運搬費

広告料 広告、宣伝に要する費用

委託料

手数料

賃借料

修繕費

補償費

研修費

諸謝金 講演、講習会等の講師等への謝礼
金及び交通費

会議費

厚生福利費 職員の厚生費及び福利費

交際費 総括的業務に必要な交際費

保険料 企業用財産に対する損害保険料

負担金



公課費 自動車重量税に要する経費

退職給付費 退職給付引当金として計上するた
めの繰入額及び退職手当の支払い
に当たって不足が生じた場合の当
該不足額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額

修繕引当金
繰入額

特別修繕引
当金繰入額

貸倒引当金 貸倒引当金として計上するための
繰入額 繰入額

その他引当
金繰入額

雑費

減価償却費 規則第１３条、第１５条及び第１
６条の規定による償却額

有形固定資 建物、構築物、機械及び装置、車
産減価償却 両運搬具、工具器具及び備品、リ
費 ース資産等（耐用年数１年未満又

は取得価格１０万円未満のものを
除く。）の償却額

無形固定資 水利権、借地権、地上権、特許権、
産減価償却 施設利用権及びリース資産等の償
費 却額

資産減耗費

固定資産除 有形固定資産の除却損又は廃棄損
却費 及び撤去費

たな卸資産 たな卸資産のき損、変質又は滅失
減耗費 による除却費及び低価法による評

価損

その他の営 上記以外の営業費用
業費用

雑支出 営業費用であって他科目に属さな
いものの費用

営業外費 金融及び財務活動に伴う費用その
用 他事業活動に係る費用以外の費用

支払利息

企業債利息 企業債に対する利息



借入金利息 一時借入金等の利息

消費税及び 納付する消費税及び地方消費税額
地方消費税

雑支出 上記以外の営業外費用

不用品売却 不用品売却による帳簿価格
原価

その他雑支 その他の雑支出
出

特別損失 当年度の経常的費用から除外すべ
き損失

固定資産売 固定資産の売却価格が当該固定資
却損 産の売却時の帳簿価格に不足する

金額

減損損失 事業年度の末日において予測する
ことができない減損が生じたもの
又は減損損失を認識すべきものの
当該生じた減損による損失又は認
識すべき減損損失の額

災害による 災害による巨額の臨時損失
損失

過年度損益 前年度以前の損益の修正で損失の
修正損 性質を有するもの

その他特別 上記以外の特別損失
損失

資 産 勘 定

区分 款 項 目 説 明

固定資産

有形固定 土地、立木、建物、構築物、機械
資産 及び装置、車両運搬具、工具器具

及び備品等(耐用年数１年未満又
は取得価額１０万円未満の車両運
搬具、工具器具及び備品を除き、
将来営業の用に供する目的をもっ
て所有する遊休施設、未稼動施設
等を含む。)

土地 事業用地を用途別に区分し、用地
の取得に要した費用

事務所用地 庁舎用地等もっぱら事務所用のた
めに用いる土地

施設用地 浄水場用地等事業施設のために用
いる施設

その他土地 公舎用地その他の用地

立木 事業用立木



建物 事業用建物（公舎その他直接営業
の用に供さない建物並びに建物に
附属する物置等の建築物及び建物
と一体をなす暖房、照明、通風等
の附属設備を含む。）を用途別に
区分し、建物の取得又は建築に要
した費用

事務所用建 事務所の用に供されている建物
物

施設用建物 浄水、送水等の作業施設の用に供
されている建物

その他建物 その他の建物

建物減価償
却累計額

事務所用建
物減価償却
累計額

施設用建物
減価償却累
計額

その他の建
物減価償却
累計額

構築物 用途別に浄水池、トンネルその他
土地に定着する土木施設又は工作
物

原水設備 原水を導入する設備

浄水設備 着水設備から沈でん池及びろ過池
を経て浄水を終るまでの設備

送水設備 浄水の送水設備

その他構築 その他の諸施設
物

構築物減価
償却累計額

原水設備減
価償却累計
額

浄水設備減
価償却累計
額

送水設備減
価償却累計
額

その他構築
物減価償却



累計額

機械及び装 種類別に機械、装置並びにホイス
置 ト等の設備及びその附属設備

電気設備 電動機、変圧機、配電盤及び構内
配電設備装置等

内燃設備 ディーゼルエンジンその他の内燃
設備

ポンプ設備 浄水、送水等のポンプ設備及びそ
の附属設備（連結電動設備等分離
しがたい電気設備を含むことがで
きる。）

塩素滅菌設 塩素滅菌用の設備
備

量水器 量水用計器

計測設備 各種計測用装置及び設備

その他機械 その他の機械及び装置
及び装置

機械及び装
置減価償却
累計額

電気設備減
価償却累計
額

内燃設備減
価償却累計
額

ポンプ設備
減価償却累
計額

塩素滅菌設
備減価償却
累計額

量水器減価
償却累計額

計測設備減
価償却累計
額

その他の機
械及び装置
減価償却累
計額

車両運搬具 自動車、車両その他陸上運搬具

車両運搬具
減価償却累
計額



工具器具及 機械及び装置の附属設備に含まれ
び備品 ない工具器具及び備品

工具器具及
び備品費減
価償却累計
額

リース資産 有形固定資産（建設仮勘定を除
く。）に係るファイナンス・リー
ス取引におけるリース資産

リース資産
減価償却累
計額

建設仮勘定 有形固定資産の建設又は改良のた
め支出した工事費及びその関連経
費（前払金等を含む。）で、本勘
定に振り替えられていないもの

その他有形 上記以外の有形固定資産
固定資産

その他有形
固定資産減
価償却累計
額

無形固定 水利権、借地権、地上権、施設利
資産 用権等の無形固定資産であって有

償で取得したもの

水利権 河川法（昭和３９年法律１６７号）
第２３条から第２８条までに規定
する権利

借地権 土地の上に設定された民法（明治
２９年法律第８９号）第６０１条
に規定する権利

地上権 民法第２６５条に規定する権利

特許権 特許法（昭和３４年法律第１２１
号）第２９条に規定する権利

施設利用権 電話設備利用権及びその他施設利
用権

ダム使用権 特定多目的ダム法（昭和３２年法
律第３５号）第１７条に規定する
権利

リース資産 無形固定資産（営業権を除く。）
に係るファイナンス・リース取引
におけるリース資産

その他無形 民法第２８０条に規定する地役
固定資産 権、電話加入権その他の無形固定

資産



投資その 長期所有の有価証券、貸付金等
他の資産

投資有価証 金融商品取引法（昭和２３年法２
券 ５号）第２条に規定する有価証券

で投資の目的を持って所有するも
の

出資金

長期貸付金 他会計等に対する長期貸付金

一般貸付金 他会計長期貸付金以外のもの

他会計貸付 他会計への長期貸付金
金

貸倒引当金 長期貸付金の回収不能による損失
に備えるために引き当てるもの

基金 基金条例に基づき、特定預金等の
形態で保有するもの

その他投資 その他の投資

減価償却累 投資その他の資産に係る減価償却
計額 累計額

流動資産 現金及び預金、一時所有の有価証
券、たな卸資産並びに１年未満の
短期債権等

現金・預 現金及び当座、定期、普通預金等
金

現金 保管現金及び当座預金

預金 定期預金、通知預金及び普通預金

未収金 営業未収金、営業外未収金及びそ
の他の未収金

営業未収金 営業収益の未収金

未収給水収 水道料金の未収金
益

未収受託工 受託工事に係る収益の未収金
事収益

その他営業 材料売却収益、諸手数料その他営
未収金 業収益の未収金

営業外未収 本来の営業活動によらない営業外
金 収益の未収金

未収受取利 預金、貸付金等の利息の未収金
息

未収消費税 消費税及び地方消費税の還付に係
及び地方消 る未収金
費税還付金



その他営業 固定資産の売却代金、賃貸料等の
外未収金 未収金

その他未収 固定資産の売却代金等上記以外の
金 未収金

貸倒引当 未収金の回収不能による損失に備
金 えるために引き当てるもの

有価証券 随時現金化される有価証券で一時
的所有の目的で保有されるもの

受取手形 通常の営業活動において発生した
手形債権

貸倒引当 手形債権の回収不能による損失に
金 備えるために引き当てるもの

貯蔵品 材料、消耗工具器具備品、消耗品
及び再用品等

材料 工事用の材料として貯蔵するもの

消耗工器具 消耗工具、器具備品等で貯蔵する
備品 もの

消耗品 消耗品で貯蔵するもの

その他貯蔵 廃材、用途廃止の機械器具等上記
品 以外の貯蔵品

短期貸付 １年未満の返済を目的とする貸付
金 金

一般短期貸 貸付金で返済期日が貸借対照表日
付金 の翌日から起算して１年以内のも

の

他会計貸付 他会計に対する短期貸付金
金

貸倒引当 短期貸付金の回収不能による損失
金 に備えるために引き当てるもの

前払費用 継続的な役務の提供に対して前払
された費用(未経過保険料、未経
過支払利息、前払賃借料等)で、
貸借対照表日から起算して１年以
内に費用となるもの

前払金 前払費用に属さない前払金

前払消費税 中間納付に係る消費税及び地方消
及び地方消 費税額
費税

その他前払 物品の購入、工事の請負等に際し
金 て前払いされた金額で前払費用以

外のもの

未収収益 一定の契約に従い、継続して役務
の提供を行う場合に既に提供した
役務に対していまだ支払を受けて



いないもの

貸倒引当 未収収益の回収不能による損失に
金 備えるために引き当てるもの

その他流 上記以外の流動資産
動資産

保管有価証 差入保証金等の代用として提供さ
券 れた有価証券で短期間に返却され

るもの

仮払消費税 課税仕入に係る消費税及び地方消
及び地方消 費税
費税

特定収入仮 資本的支出のうち特定収入をもつ
払消費税及 て賄われた課税仕入に係る控除で
び地方消費 きない消費税及び地方消費税額
税

その他流動 上記以外の流動資産
資産

資 本 勘 定

区分 款 項 目 説 明

資本金

資本金

固有資本金 法の適用時における引継資本金の
額

出資金 他会計からの出資金の額

組入資本金 剰余金から資本金に組み入れた額

剰余金

資本剰余 損益活動以外の源泉から生ずる剰
金 余金

再評価積立 固定資産の再評価による評価益
金

国庫（県） 償却資産以外の固定資産の取得又
補助金 は改良に充てた国（県）からの補

助金

受贈財産評 償却資産以外の固定資産の贈与を
価額 受けた財産の評価額

寄付金 償却資産以外の固定資産の取得又
は改良に充てた寄付金

工事負担金 償却資産以外の固定資産の取得又
は改良に充てた負担金

保険差益 固定資産の帳簿価格と当該固定資
産の滅失により保険契約に基づい



て受け取った保険金との差額

その他資本 上記以外の資本剰余金
剰余金

利益剰余 損益活動により生ずる剰余金で毎
金 年度の純利益から留保した額

減債積立金 企業債の償還に充てるため積み立
てた額

利益積立金 欠損金をうめるため積み立てた額

建設改良積 建設又は改良のため積み立てた額
立金

当年度未処 当年度末における繰越利益剰余金
分利益剰余 （繰越欠損金）の額に当年度の純
金（当年度 利益（純損失）の額を加減した額
未処理欠損
金）

繰越利益剰 前年度未処分利益剰余金（前年度
余金年度末 未処理欠損金）の額から前年度利
残高（繰越 益剰余金処分額（前年度欠損金処
欠損金年度 理額）を控除して得た繰越利益剰
末残高） 余金（繰越欠損金）の額に年度中

の繰越利益剰余金の増加高及び減
少高（繰越欠損金の減少高及び増
加高）を加減した額

当年度純利 当年度の損益取引の結果発生した
益（当年度 純利益（純損失）の額
純損失）

負 債 勘 定

区分 款 項 目 説 明

固定負債 事業の通常の取引において１年以
内に償還されない長期の借入金等

企業債

建設改良費 建設改良費等（建設若しくは改良
等の財源に に要する経費又は地方債に関する
充てるため 省令（平成１８年総務省令第５４
の企業債 号）第１２条に規定する公営企業

の建設又は改良に要する経費に準
ずる経費をいう。以下同じ。）の
財源に充てるために発行する企業
債（１年内に償還期限の到来する
ものを除く。）

その他の企 建設改良費等以外の財源に充てる
業債 ために発行する企業債（１年内に

償還期限の到来するものを除く。）

他会計借
入金

建設改良費 建設改良費等の財源に充てるため



等の財源に に他の会計から繰り入れた借入金
充てるため （１年内に返済期限の到来するも
の長期借入 のを除く。）
金

その他の長 建設改良費等以外の財源に充てる
期借入金 ために他の会計から繰り入れた借

入金（１年内に返済期限の到来す
るものを除く。）

リース債 ファイナンス・リース取引におけ
務 るリース債務（１年内に支払期限

の到来するものを除く。）

引当金 特定目的に対して留保された額

退職給付引 将来生ずることが予想される職員
当金 に対する退職手当の支払いに充て

るための引当金（１年内に使用さ
れる見込みのものを除く。）

修繕引当金 施設の修理のために引当てた額
で、地方公営企業法施行規則等の
一部を改正する省令（平成２４年
総務省令第６号）付則４により、
従前の例により取り崩すことがで
きる額

特別修繕引 数事業年度ごとに定期的に行われ
当金 る特別の大修繕に備えて計上する

引当金（１年内に使用される見込
みのものを除く。）

その他引当
金

その他固 上記以外の固定負債
定負債

流動負債 借入金等で貸借対照日から起算し
て１年内に返還又は支払を要する
もの

一時借入 １年内に返済しなければならない
金 借入金

企業債

建設改良費 １年内に償還期限の到来する建設
等の財源に 改良費等の財源に充てるために発
充てるため 行する企業債
の企業債

その他の企 １年内に償還期限の到来する建設
業債 改良費等以外の財源に充てるため

に発行する企業債

他会計借
入金

建設改良費 １年内に返済期限の到来する建設
等の財源に 改良費等の財源に充てるために他
充てるため の会計から繰り入れた借入金



の長期借入
金

その他の長 １年内に返済期限の到来する建設
期借入金 改良費等以外の財源に充てるため

に他の会計から繰り入れた借入金

リース債 １年内に支払期限の到来するファ
務 イナンス・リース取引におけるリ

ース債務

未払金 特定の契約等によりすでに確定し
ている短期的債務でまだその支払
いを終わらないもの（未払費用に
属するものを除く。）

営業未払金 営業活動に係る通常の取引により
発生する未払金

営業外未払 金融及び財務活動に伴う未払金そ
金 の他事業活動に係る未払金以外の

未払金

未払消費税 納付する消費税及び地方消費税に
及び地方消 係る未払金
費税

その他営業 上記以外の営業外未払金
外未払金

その他未払 還付金その他上記以外のものでＢ
金 ／Ｓ勘定に属する取引により生ず

る未払金

未払費用 未払賃金、未払賃借料、未払利息
等一定の契約に従い継続的役務を
受ける場合、すでに提供された役
務の対価に対する未払額で未払金
に属さないもの

前受金 契約等により既に受け取った対価
のうち、いまだその債務の履行を
終らないもの

営業前受金 営業収益に属する前受金

営業外前受 営業外収益に属する前受金
金

その他前受 損益勘定に属さない前受金
金

前受収益 前受利息、前受賃借料等一定の契
約に従い、継続的に役務の提供を
行う場合、いまだ提供していない
役務の対価の前受金

引当金 特定目的に対して留保された額

退職給付引 将来生ずることが予想される職員
当金 に対する退職手当の支払いに充て

るための引当額のうち１年内に使
用される見込みのもの



賞与引当金 翌事業年度に支払う賞与の内、当
年度負担相当額を見積もり計上す
る引当金

法定福利費 翌事業年度に支払う法定福利費の
引当金 内、当年度負担相当額を見積もり

計上する引当金

修繕引当金 企業の所有する設備等について、
毎事業年度行われる通常の修繕が
何らかの理由で行われなかった場
合において、その修繕に備えて計
上する引当金

特別修繕引 数事業年度ごとに定期的に行われ
当金 る特別の大修繕に備えて計上する

引当金のうち１年内に使用される
見込みのもの

その他引当
金

その他流 上記以外の流動負債
動負債

預り金 諸税その他預り金

預り諸税 所得税、市町村民税等の預り金

諸預り金 私用電話料、電気料、共済組合職
員負担金その他の預り金

預り有価証 契約保証金若しくは入札保証金の
券 代用又は担保として受け入れた有

価証券

預り保証金 契約保証金、入札保証金及びその
他の保証金

仮受消費税 課税売上に係る消費税及び地方消
及び地方消 費税額
費税

繰延収益

長期前受 償却資産の取得又は改良に充てる
金 ための補助金、負担金その他これ

らに類するものの交付を受けた場
合におけるその交付を受けた金額
に相当する額及び償却資産の取得
又は改良に充てるために起こした
企業債の元金の償還に要する資金
に充てるため一般会計又は他の特
別会計から繰入れを行った場合に
おけるその繰入金の額

長期前受
金収益化
累計額

水道用水供給事業会計予算科目表



収益的収入及び支出

款 項 目 節 説 明

勘定科目の収益勘定及び費用勘定の区分による。ただし、支出にあっては最終の
項に予備費を設けることができる。

資本的収入及び支出

収入の部

款 項 目 節 説 明

資本的収 資本的支出の財源となる資金その
入 他収益的収入に属さない収入を計

上する。

企業債

企業債 建設改良費等の財源に充てるため
発行する企業債

出資金

出資金 建設改良費等の財源に充てるため
繰り出される他会計からの出資金

補助金

補助金

国庫補助金 建設改良費等補助の目的で交付さ
れる国からの補助金

県補助金 建設改良費等補助の目的で交付さ
れる県からの補助金

工事負担
金

工事負担金 建設又は改良工事等に係る受託工
事等に対する負担金

固定資産
売却代金

固定資産売 固定資産の売却による収入
却代金

有価証券
償還受入
金

有価証券償 投資有価証券の償還による収入
還受入金

その他資
本収入

その他資本 上記以外の資本的収入
収入



支出の部

款 項 目 節 説 明

資本的支 事業用資産の建設又は改良に要す
出 る経費及びその資金に対する借入

金の返済金その他収益的支出に属
さない支出を計上する。

建設費 水源開発及び事業用資産の建設に
要する経費

水源開発費 水源開発に要する経費に対する分
負担金 担金

工事費 事業用資産の建設に要する経費

浄水施設費 浄水施設の建設費

送水施設費 送水施設の建設費

水質検査施 水質検査施設の建設費
設費

用地及び補 浄水、送水、水質検査施設の建設
償費 に要する用地取得費及び補償費

付帯施設費 浄水、送水、水質検査施設の建設
に係る付帯施設の建設に要する経
費

工事雑費 上記以外の経費

事務費 水源開発及び事業用資産の建設に
要する事務費

給料 (勘定科目における費用勘定の説
手当等 明に準ずる。)
賃金
法定福利費
旅費
報償費
被服費
備消耗品費
燃料費
光熱水費
印刷製本費
通信運搬費
委託料
手数料
賃借料
修繕費
動力費
薬品費
補償費
研修費
会議費
厚生福利費
保険料
負担金



公課費
雑費

建設改良 事業用資産の改良及び更新等に要
費 する経費

建設改良費 事業用資産（建物、構築物、機械
及び装置）の改良及び更新等に要
する経費

建物取得費 事務所用建物、施設用建物等の改
良及び更新に要する経費

構築物取得 原水、浄水、送水設備等の改良及
費 び更新に要する経費

機械及び装 電気、内燃、ポンプ、計測設備等
置取得費 の改良及び更新に要する経費

固定資産取 事業用資産（土地、立木、車両運
得費 搬具、工具器具及び備品）の取得

に要する経費

土地取得費 事業用資産の改良及び更新に係る
用地取得費

立木取得費 事業用立木の取得に要する費用

車両運搬具 自動車、車両その他陸上運搬具の
取得費 取得に要する費用

工具器具及 機械及び装置の附属設備に含まれ
び備品取得 ない工具器具及び備品の取得に要
費 する費用

リース債務 リース資産の返済額
支払額

改良事務費 事業用資産の改良及び更新等に要
する事務費

給料 (勘定科目における費用勘定の説
手当等 明に準ずる。)
賃金
法定福利費
旅費
報償費
被服費
備消耗品費
燃料費
光熱水費
印刷製本費
通信運搬費
委託料
手数料
賃借料
修繕費
動力費
薬品費
補償費
研修費
会議費
厚生福利費



保険料
負担金
公課費
雑費

企業債償 企業債償還 企業債の元金償還金
還金 金

建設改良費 建設改良費等の財源に充てるため
等のための 発行した企業債の元金償還金
企業債償還
金

その他の企 建設改良費等以外の財源に充てる
業債償還金 ため発行した企業債の元金償還金

国庫補助 国庫補助金 財産処分等による国庫補助金の返
金返還金 返還金 還金



別表第２（第１４１条の２関係）

契 約 の 種 類 予 定 価 格

１ 工事又は製造の請負 1,300,000円

２ 財産の買入れ 800,000円

３ 物件の借入れ 400,000円

４ 財産の売払い 300,000円

５ 物件の貸付け 300,000円

６ 前各号に掲げるもの以外のもの 500,000円


	東総広域水道企業団会計規程（昭和６２年４月１日規程第７号）
	第１章 総則
	第１条（趣旨）
	第２条（用水供給事業年度）
	第３条（企業出納員）
	第４条（出納事務の委任）
	第５条（善管注意義務）
	第６条（金融機関の出納事務取扱）
	第７条（担保の提供）
	第８条（担保に充当する有価証券）

	第２章 伝票及び帳票並びに勘定科目
	第１節 伝票
	第９条（会計伝票の発行）
	第１０条（伝票の種類）
	第１１条（伝票の整理及び日計表の作成）
	第１２条（伝票の保存等）

	第２節 帳票
	第１３条（帳票の種類及び保管）
	第１４条（帳票の記載）
	第１５条（総勘定元表及び総勘定元表内訳票の記帳）
	第１６条（科目の更正）
	第１７条（帳票の照合）

	第３節 勘定科目
	第１８条（勘定科目）


	第３章 金銭会計
	第１節 通則
	第１９条（金銭の範囲）
	第２０条（金銭の出納）
	第２１条（金銭の保管）
	第２２条（現金及び預金の残高照合）
	第２３条（金銭の過不足）

	第２節 収入
	第２４条（収入の調定）
	第２５条（納入通知書の送付）
	第２６条（納入通知書の再発行）
	第２７条（領収書の交付）
	第２８条（収納金の取扱）
	第２９条（収入伝票の発行）
	第３０条（過誤納金の還付）
	第３１条（小切手の支払地）
	第３２条（証券の支払拒絶等）
	第３３条（不納欠損）

	第３節 支出
	第３４条（支出の手続）
	第３５条（支出伝票の発行）
	第３６条（資金前渡できる経費）
	第３７条（資金前渡職員）
	第３８条（資金前渡の請求）
	第３９条（資金前渡の制限）
	第４０条（前渡資金の取扱）
	第４１条（前渡資金の精算）
	第４２条（概算払）
	第４３条（前金払）
	第４４条（部分払）
	第４５条（隔地払）
	第４６条（口座振替の申出）
	第４７条（口座振替のできる金融機関）
	第４８条（口座振替による支出手続）
	第４９条（小切手の振出）
	第５０条（小切手の訂正等）
	第５１条（小切手帳の保管）
	第５２条（領収書の徴収）
	第５３条（支払小切手の時効）
	第５４条（過誤払金の回収）
	第５５条（債務免除等）

	第４節 預り金及び預り有価証券
	第５６条（預り金及び預り有価証券の保管）
	第５７条（準用規定）


	第４章 たな卸資産
	第１節 通則
	第５８条（たな卸資産の範囲）
	第５９条（たな卸資産の貯蔵）

	第２節 出納
	第６０条（購入）
	第６１条（納品の検査）
	第６２条（受入価格）
	第６３条（受入）
	第６４条（払出価格）
	第６５条（払出）
	第６６条（払出材料の戻入）
	第６７条（発生品）
	第６８条（不用品の処分）

	第３節 たな卸
	第６９条（帳簿残高の確認）
	第７０条（実地たな卸）
	第７１条（実地たな卸の立会）
	第７２条（たな卸の結果の報告）
	第７３条（たな卸修正）


	第５章 たな卸資産以外の物品
	第７４条（直購入）
	第７５条（物品の管理）
	第７６条（事故報告）
	第７７条（不用物品の処分）

	第６章 固定資産
	第１節 通則
	第７８条（固定資産の範囲）

	第２節 取得
	第７９条（取得価格）
	第８０条（購入）
	第８１条（交換）
	第８２条（無償譲受）
	第８３条（工事の施行）
	第８４条（検収）
	第８５条（取得の報告）
	第８６条（建設改良工事の精算）
	第８７条（建設仮勘定）
	第８８条（未完成工事）

	第３節 管理及び処分
	第８９条（管理）
	第９０条（事故報告）
	第９１条（資本的支出と収益的支出の区分）
	第９２条（売却等）
	第９３条（固定資産の用途廃止）
	第９４条（売却等に関する報告）

	第４節 減価償却
	第９５条（減価償却の方法）
	第９６条（特別償却率）
	第９７条（減価償却の特例）
	第９８条（開始年度）
	第９９条（減価償却の手続）


	第７章 引当金
	第１００条（退職給付引当金の計上方法）

	第８章 予算
	第１０１条（予算編成方針）
	第１０２条（予算の作成）
	第１０３条（予算の執行）
	第１０４条（流用及び予備費使用の手続）
	第１０５条（予算超過の支出）
	第１０６条（予算の繰越）
	第１０７条（継続費）
	第１０８条（債務負担行為）
	第１０９条（企業債）
	第１１０条（一時借入金）

	第９章 決算
	第１１１条（決算の作成）
	第１１２条（試算表等の作成）
	第１１３条（決算整理）
	第１１４条（帳票の締切）
	第１１５条（決算報告書等の提出）

	第１０章 契約
	第１節 通則
	第１１６条（契約伺）
	第１１７条（契約書の作成）
	第１１８条（契約書の省略）
	第１１９条（契約保証金）
	第１２０条（契約保証金の還付）
	第１２１条（長期継続契約）
	第１２２条（代価の支払）
	第１２３条  削除

	第２節 一般競争入札
	第１２４条（入札の公告）
	第１２５条（入札参加者の資格）
	第１２６条（指名競争入札の参加者の資格）
	第１２７条（競争除外者の報告）
	第１２８条（入札保証金）
	第１２９条（入札保証金の還付）
	第１３０条（入札の方法）
	第１３１条（入札の効力）
	第１３２条（入札の無効）
	第１３３条（予定価格及び最低制限価格）
	第１３４条（予定価格の決定方法）
	第１３５条（開札及び再度入札）
	第１３６条（落札者の決定）
	第１３７条（最低価格の入札者以外の者を落札者とする場合）
	第１３８条（落札の通知）

	第３節 指名競争入札
	第１３９条（指名競争入札）
	第１４０条（指名競争入札の参加資格等）

	第４節 随意契約
	第１４１条（見積書）
	第１４１条の２（随意契約）
	第１４２条（予定価格）
	第１４３条（特別事情）

	第５節 せり売り
	第１４４条（せり売り）

	第６節 契約の履行
	第１４５条（監督及び検査の協力義務）
	第１４６条（監督）
	第１４７条（監督職員の報告）
	第１４８条（検査）
	第１４９条（監督又は検査若しくは検収を委託して行った場合の確認）
	第１５０条（履行期限の特例）
	第１５１条（違約金の率）
	第１５２条（違約金の期間計算）
	第１５３条（かし担保責任）
	第１５４条（建物についての火災保険）
	第１５５条（権利義務の譲渡の禁止の約定）
	第１５６条（名義変更の届出）
	第１５７条（契約の解除等）
	第１５８条（解除等の通知及び契約の変更）


	第１１章 雑則
	第１５９条（職員の賠償責任）
	第１６０条（事故報告及び処分の手続）
	第１６１条（様式）

	附則
	別表第１（第１８条第２項関係）
	別表第２（第１４１条の２関係）


